
１ 意見等の提出期間
平成２５年１１月２１日（木）から１２月２０日（金）まで

２ 意見の提出件数等
提出者数
１４ Eメール ファクシミリ 郵送 教育委員会窓口 文化センター等窓口

件数
３１

３ 意見等の概要とそれに対する市の考え方

No 項目

１
基本方針／
自校方式
（Ｐ１）

２
基本方針／
自校方式
（Ｐ１）

１

意見等の概要 市の考え方

　大量調理の給食センターではなくて、自
校方式で温かいおいしい給食を作る人たち
の仕事姿が見える給食が一番良いと思う。
　全ての学校で自校方式が困難であるなら
ば、親子方式とするなど、なるべく近くて
見える給食が良いと思う。
　これからの未来を担う子供の大切で美味
しい食事の時間を奪わないようにお願いし
ます。
　（同意見３件）

　本市では、昭和４５年に第一学校給食セ
ンターが開設され、学校給食の業務運営上
の基本方針は、センター調理方式を原則と
し、自校調理方式の学校については給食調
理室を含む大規模改修工事を実施する際
に、センター調理方式に統合していくもの
としてまいりました。
　また、平成２１年度に学校給食衛生管理
基準が改正され、法を遵守する給食施設を
早期に建設し、児童・生徒に安全でおいし
い学校給食を提供することが必要だと考え
ています。
　自校方式の学校においても、老朽化が著
しく、現在のままでの運用には限界がきて
います。
　これからも学校給食が子どもたちにとっ
て楽しい時間であり続けられるよう、取り
組んでまいります。

　既存の二つの給食センターの建替えの必
要性は理解できるが、以下の理由により自
校方式を基本に再検討されるべきだと考え
ます。
①災害時の避難所としての学校の重要性
②被災者、避難者の食を確保するうえで
の、学校給食施設の必要性
③教育上からも身近な学校に給食施設が置
かれることは、児童の食育にとって大切で
ある
　（同意見３件）

　現在の給食センター及び自校方式の学校
の施設は老朽化が進み、また平成２１年度
の学校給食衛生管理基準を遵守した施設を
整備するためには、自校方式の現在の調理
室では面積が足りない状況です。
　本市の学校給食を将来に渡って、継続的
に安定的に実施していくためには、基本方
針である給食センター調理方式が望ましい
と考えております。
　給食センター方式においては栄養教諭や
栄養士、調理員による学校訪問を実施し、
子どもと会話をしながら、よりおいしい給
食作りを行っております。また、学校と連
携し、食に関する授業や子どもの考えた
スープを献立に取り入れるなど行ってお
り、新施設においては見学通路を整備する
など、さらなる食育に取り組んでまいりま
す。
　また、市内の学校は、災害時の一次避難
所及び一時集合場所として重要な役割を
担っておりますが、本市の地域防災計画に
おいて学校の給食施設は災害時の食料炊き
出し拠点等にはなっておりません。

「府中市立学校給食センター基本計画（案）」に対する
　パブリックコメントの実施結果について

意見等の提出方法

５ ２ ２ ４
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No 項目 意見等の概要 市の考え方

３
リスク
（Ｐ２）

４
食物アレ
ルギー

（Ｐ２、Ｐ３）

５
食物アレ
ルギー

（Ｐ２、Ｐ３）

６
食育

（Ｐ２）

７
地産地消
（Ｐ２）

　食文化の大切さをもっと啓蒙してみては
どうか。
　①府中市農耕に関する教育、②子どもと
センター職員の交流、③旬の食材、文化の
説明、④犬食い、残飯に関する教育
　（同意見１件）

　学校給食法における学校給食の目的及び
目標として、食育の重要性が定められてい
ます。
　給食センターでも食育の推進を図るため
に、学校・家庭と連携し、学年に応じた授
業への参画や学校訪問、小学生の社会科見
学、中学生の職場体験などを実施しており
ますが、さらに充実してまいります。

　地場産野菜の大量納入には限度があるの
ではないか。

　現在も市内の生産者で組織される「府中
市給食センター出荷の会」を通して、地場
産の小松菜や黒米、じゃがいも、玉ねぎな
ど１８品目を使用しています（平成２４年
度）。今後も関係部署と連携し、地場産野
菜の活用の推進を図ってまいります。

　自校方式であれば、食中毒のリスク分散
が図れ、また食育が日常的に行え、アレル
ギーの子どもへのきめ細かな対応、震災時
の対応がスムーズに行えるのではないか。

　食中毒のリスクに対する考え方ですが、
衛生管理基準を遵守し、これまでより食材
等の動線が明確になり、また小学校は現在
の３コースから１コース増やすことによ
り、１コース当たりの食数が減りますの
で、食に関するリスクは今よりも低減でき
るものと考えております。

　子どもが乳製品のアレルギーがあるた
め、気にしているが、新施設では、アレル
ギー児童・生徒への対応が充実したものに
なることを期待しているし、アレルギー対
応に力を入れてもらいたい。
　親としては、アレルギーがある子であっ
ても他の子となるべく同じような食の体験
をさせてあげたい。
　（同意見１件）

　現在の給食センターでは、食物アレル
ギーの対応は卵・ナッツ類の除去、果物の
代替、飲用牛乳の除去・代金の減額を行っ
ています。平成２４年度に策定した基本構
想では、現在の除去食対応からレベルの上
がった代替食対応にしていく、としていま
した。しかし、平成２４年１２月の学校給
食における食物アレルギーによるアナフィ
ラキシーショックの疑いによる事故を受け
て、現在国が見直しを進めていることか
ら、その検討結果及び本市の児童・生徒の
アレルギー状況などを踏まえて、対応して
まいります。
　施設面では、アレルギー食専用調理室を
作り、一般の調理室とは完全に分離いたし
ます。

　アレルギー児童・生徒は、１校に何人い
るのか。アレルギーは個人によって種類・
程度が異なるため、アレルギー対応を大量
調理の中で行うことは、非効率的ではない
か。
　具体的にどのような調理になるのか。

　アレルギー児童・生徒数は、平成２４年
度給食センター実績で、除去食６９名、１
校当たり２．３名です。
　食物アレルギーは個人により状況が異な
ることから、給食センターでできる対応を
図ってまいりますが、専用調理室で専任の
調理員が作業することから、より安全性が
高まるものと認識しています。
　具体的には、現在の国の見直し状況等を
考慮しながら、総合的に判断してまいりま
す。
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No 項目 意見等の概要 市の考え方

８
災害時
の対応
（Ｐ２）

９
献立

（Ｐ３）

10
提供可能
食数

（Ｐ３）

11
給食の提供場所

（Ｐ３）

12
運営方式
（Ｐ１６）

　児童・生徒への安全な食の提供を考える
と、調理業務における民間委託は、市が直
接責任を持たなければならない分野と考え
るため、再検討を求めます。

　給食センターの民間活力の導入について
は、本市の行財政改革推進プランに積極的
に活用することが明記されており、市の方
針に従って検討を進めてきました。
　調理業務の委託時にも、食材調達や検
収、献立作成については市が責任を持って
実施するとともに、安全な食の提供を継続
するために管理体制や調整方法などをしっ
かり構築し、選定においても本市の学校給
食の考え方に対応できる事業者を選定して
まいります。
　また、すでに現在の自校方式校の給食調
理は民間委託を行っており、問題ないもの
と考えております。

　パンの納入業者はどこか。また、パン・
牛乳等の等とは他に何があるのか。今後、
直接配送が増えてくることを示唆している
のか。

　パンは米パンやかぼちゃパンなどさまざ
まな種類がありますが、食材選定会におい
て、パンの納入業者を決めています。
　また、納入業者から学校へ直接配送され
るものとして、パン、牛乳の他、ゼリーや
ドレッシングなどがあります。
　今後、直接配送されるものが増えるとい
うことは想定していません。

　現状の生徒数と職員数から算定して１日
当たり最大２２，０００食とあるが、第６
次府中市総合計画においても平成３３年に
おける年尐人口比は１２．２％であり、小
中学生数も減尐が見込まれるため、将来の
需要をよく見極め、必要な食数の算定をし
てもらいたい。
　また、将来的に提供数が変動した際に、
稼働効率が落ち込まないような設備の導入
の検討をしてもらいたい。

　平成２５年度の児童・生徒数は、小学校
１３，１７３人、中学校５，７２０人の合
計１８，８９３人ですが、ここ数年の児
童・生徒数の傾向も微増の状況であり、今
後の児童・生徒数の推移を捉えて最大で１
９，５００人程度と予測しております。こ
れに教職員数約１，５００人を加算し、予
備食数を約１，０００食と考え、２２，０
００食を提供できる計画としております。
　将来の食数の変更に柔軟に対応でき、運
営経費をできるだけ抑えることができるよ
う、厨房機器等についてはリースでの導入
を検討しています。

　学校給食は学校の昼食のみの提供である
が、今後増加していくであろう高齢者施設
等への食事の提供を検討してもらいたい。

　学校給食施設は、学校給食法に基づき設
置・運営を行う施設であり、施設の運営に
係る経費は市の負担であるため、費用対効
果等をよく検討する必要がありますが、尐
子高齢化などの社会状況により効率的な給
食提供の可能性など研究してまいります。

　災害時における施設の活用の提案とし
て、立地条件が幹線道路に近いことから、
災害時にアクセス確保がしやすいため、防
災機能を備えた施設が望ましい。調理熱源
として比較を行っているが、災害時の利用
にもう尐し重点を置くとすれば、一部ＬＰ
ガス対応の部分があっても良いのではない
か。
　また、災害時に受け入れられる体制や、
他施設との連携、ボランティア等による施
設の稼働を視野に入れた体制の整備の検討
をお願いします。

　学校給食センターの第一の目的は、児
童・生徒へ学校給食を提供することです。
大規模災害時には市長をトップとする災害
対策本部が設置されますので、その指示・
要請により、災害時対応を図ってまいりま
す。
　各種体制の整備においては、関係部署と
連携してまいります。
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No 項目 意見等の概要 市の考え方

13
コスト意識
（Ｐ１６、
Ｐ１７）

14
事業費

（Ｐ１７）

15
事業費

（Ｐ１７）

16
事業費

（Ｐ１７）

　限られた条件、設備、予算の中で、子ど
もたちの将来のために、取組を継続するよ
うよろしくお願いします。
　府中市の給食センターから、「健康管理
は食事から」というメッセージを発信され
るよう期待しています。

　既存の給食センターの老朽化、衛生管理
基準の改正、持続可能な行財政運営、本市
の学校給食のあり方などさまざまな課題に
対応していけるよう、今後も取組を進めて
まいります。
　新しい施設は、安全・安心な給食を継続
して提供するとともに、市の食育の拠点と
なるように、また関係部署と連携して食育
を推進してまいります。

　建物延床面積を工事費で割り返すと、坪
単価約１３２万円となるが、かかり過ぎで
はないか。積算金額は、発注方法によって
も異なると思うので、適切に行ってもらい
たい。
　建物本体工事については、責任の所在、
管理の容易さから一括発注が良いと思う。
　主要厨房機器については、適正な規模を
算出し、必要以上の規模にしないこと。ま
た、将来的な展望を視野に入れて汎用性の
高いものを選定してもらいたい。

　平成２１年度の学校給食衛生管理基準の
改正により、ドライシステムのためのカー
トや台車、ラックの使用の増加のために通
路や置き場、洗浄スペース等の増加により
厨房面積が増えたこと、衛生区分や作業ご
との部屋の細分化による面積の増加、アレ
ルギー専用調理室、炊飯施設の設置などに
より、建築面積及び延床面積は増加する傾
向となっています。
　また、給食施設は、①外装部分は一般的
な事務所や病院よりも安価であるが、内装
部分は機能面が要求されコストアップす
る。②重い調理機器や水を使用するため、
単位面積当たりの構造躯体は割高である。
③調理加熱により発生する蒸気の排気、温
度設定条件、水・蒸気の大量使用により、
事務所等に比べ割高である、という特徴が
あります。
　工事費及び厨房機器等施設整備事業費に
つきましては、今後の段階でもさらに精査
を行い、必要以上の規模にしない、汎用性
に優れたものを選定するなど、事業費の削
減に努めてまいります。
　また、建設工事の発注については、さら
に検討を進めてまいります。

　１食当たりのコストが、投資に合うのか
どうか、慎重に検討をしてもらいたい。
　また、施設の稼働率を上げることで、１
食当たりのコストは下がるのではないか。
　自校給食の方が安上がりだったのではな
いのか。

　平成２４年度の決算数値における児童・
生徒１人当たりの運営経費では、給食セン
ターでは年間約５１，０００円、自校方式
では年間約６２，０００円となっていま
す。市全体では、新施設となることで１人
当たりに係る運営経費は現在よりも安くな
ります。

　多額の事業費をかける事業として、「府
中ならではの特徴」、「子どもたち一人ひ
とりをどのように育てたいかという思
い」、「府中の子どもたちを育てる気概」
が感じられる計画となっていない。夢やワ
クワク感が新しい建築には大切ではない
か。
　（同意見１件）

　教育委員会として、本市の子どもたちに
安全でおいしい学校給食を継続的に提供す
ることにより、子どもたちが心身ともに健
やかに成長していってもらいたい、と考え
ております。
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No 項目 意見等の概要 市の考え方

17
用地取得費
（Ｐ１７）

19 意見の反映

20
自校調理校
の給食室
（調理室）

　給食センターでの現場での職員の意見は
きちんと反映されているのか。

　平成２１年度に給食センターの現場の職
員を含めた、教育委員会の職員から構成さ
れた、老朽化対策検討プロジェクトチーム
が、報告書を出しています。また、施設の
運用に当たっては、現場の職員を中心とし
た職員体制での話し合いをして進めており
ます。

　使わなくなる自校調理校の給食室の設備
はどうするのか。せめて、老朽化するまで
使うのが筋ではないのか。災害時のために
もできる限り長く使うべきである。

　自校調理校の給食室（調理室）は配膳室
への改修を予定しています。

　用地取得費用については、近隣市の広域
防災上の理由などから抑えることはできな
いか。
　場合によっては、所有権を取得せずに土
地を借用して施設を整備するなどできない
か。

　朝日町３丁目の調布基地跡地について
は、東京都・三鷹市・調布市・府中市から
なる協議会において、協議・調整を進めて
きていただいており、該当地を本市の給食
センターとして整備することでまとまった
ものです。
　取得費用については、現在東京都と交渉
をしていただいている状況です。

　現在の給食センター（第一、第二、洗浄
センター）は、敷地面積が約９，２５０
㎡、建築面積が約４，２３８㎡、延床面積
が約５，４５０㎡です。新施設は、敷地面
積が約１３，０００㎡、建築面積が約７，
３０８㎡、延床面積が約１２，４９３㎡を
計画しています。
　学校給食衛生管理基準を遵守した施設と
なるため、延床面積については、約２．３
倍増加しています。総合計画の施策８１番
の指標との整合性については、持続可能な
市政運営を継続するため給食センターの施
設建設の今後の段階においてもさらに精査
してまいります。
　配送車については、現在は２０台です
が、基本計画（案）では小学校の３校分の
増加と、場所が市の東部になることから２
時間喫食を遵守するための必要台数とし
て、２８台での運用を想定しています。
　給食調理人員については、現在は７７名
（第一・第二センター計、正規、嘱託、再
任用、臨時職員を含む）及び洗浄センター
４９名ですが、新施設では洗浄作業も含め
て、１１１～１２２名の運用を想定してい
ます。

　これまでとの給食センターと比べられる
ようにしてもらいたい。（面積、機能、配
送車台数、人員など）
　市の総合計画の施策８１「長期的視点に
立った公共資産の維持管理」の指標との整
合性をどのようにとっていくのか。

比較18
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No 項目 意見等の概要 市の考え方

21 手作り調理

22 試食会

　手作りと大量生産は正反対の言葉だと思
うが、手作りの意味をきちんと伝えてくだ
さい。

　本市の学校給食は、食材の選定について
は、毎月食材選定会を開催し、保護者の
方々と一緒に味や形等を見ながら安全な食
材を選定しています。また、調理では素材
からの手作り調理を行っており、カレーや
グラタンなどはルーから手作りしていま
す。新しい施設となっても、現在の手作り
は継続し、児童・生徒に安全でおいしい給
食を提供していきます。

　毎年楽しみにしている一般開放の大試食
会について、余裕を持って、ゆっくりと味
わえるような方法で実施してもらいたい。

　給食展・大試食会については、多くの方
にご来場いただいております。現在、全庁
的なイベントの見直し等により、実施年度
等を調整しておりますが、本市の学校給食
を知っていただくために、効果的な実施方
法を検討してまいります。
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